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農薬の飛散による周辺作物への影響防止対策について

農薬の飛散による危害を防止する観点から、これまで農薬を使用する者が遵
守すべき基準を定める省令（平成１５年農林水産省・環境省令第５号）の周知
徹底の取組や農薬危害防止運動の実施等、農薬使用者に対し、農薬の適正使用
及び農薬の飛散防止措置の実施を図るよう、指導の徹底に努めてきたところで
ある。
一方、平成１５年の食品衛生法（平成１５年法律第５５号）の改正により、

平成１８年５月から同法に基づく残留基準値が設定されていない農薬等が一定
量以上含まれる食品の販売等を原則禁止する制度（いわゆる「ポジティブリス
ト制度 ）が導入されることとなっている。また、ここでいう一定量とは 「食」 、
品衛生法第１１条第３項の規定により人の健康を損なうおそれのない量として
厚生労働大臣が定める量 （平成１７年１１月２９日厚生労働省告示第４９７」
号）により とするとされたところである。0.01ppm
こうしたことを踏まえ、今後農薬散布を行う場合には、当該農薬が散布され

、 （ 「 」るほ場のみならず その周辺で栽培されている食用農作物 以下 周辺農作物
という ）の収穫物についても、食品衛生法の基準を超えた農薬が残留するこ。
とがないよう、農薬の飛散防止措置の一層の徹底を図る必要がある。

、 、「 」ついては 別紙のとおり 農薬の散布による周辺農作物への影響防止対策
をとりまとめたので （管内都府県に対し通知するとともに） 本対策を踏、 ＊２

まえ、指導の周知徹底が図られるよう協力をお願いする。
なお、関係団体には、別添のとおり通知しているので併せてお知らせする。
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別紙として「農薬の飛散による周辺作物への影響防止対策」を添付する。
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